
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画≫ 
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１ 計画のあらまし 
 

 

 計画策定の背景  

本市の高齢化率（総人口に占める高齢者人口の割合）は、介護保険制度の創設された平成１２ 

（２０００）年度は12.8％でしたが、令和元（２０１９）年度には23.3％と増加するとともに、独居の高齢者

や高齢者世帯が増加し、地域社会や家族関係のあり方が希薄化する等、高齢者を取り巻く状況は大き

く変化しています。 

今後も全国的に高齢化は進展を続け、団塊の世代が75歳以上となる令和７（２０２５）年以降、介護・

福祉サービスの需要は増加、多様化するほか、団塊ジュニアの世代が６５歳以上となる令和２２（２０４０）

年頃には、現役世代の急激な人口減少も予測されています。 

このような状況の中、高齢者が住み慣れた地域でその人らしい暮らしを続けるために、「医療」・「介

護」・「介護予防」・「住まい（生活の場）」・「生活支援」を切れ目なく提供する「地域包括ケアシステム」

の構築と地域の実情に応じた推進が必要となっています。 

習志野市らしい地域包括ケアシステムの推進と地域づくり等に一体的に取り組み、地域共生社会の

実現を図り、『住み慣れた地域で、健やかに暮らし、やさしさで支え合うまち』の構築を目指すため、「習

志野市光輝く高齢者未来計画２０２１（高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画）」を策定しま

した。 

 

 

 計画の期間  

第８期となる本計画の期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間です。 
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 計画の位置づけ  

本計画は、習志野市における高齢者福祉の総合的な計画としての目標、具体的な施策などを示した

もので、老人福祉法第20条の8に基づく「高齢者保健福祉計画」と、介護保険法第117条に基づく「介

護保険事業計画」を一体のものとして策定したものです。 

また、国の指針や千葉県の高齢者施策・計画などと連動しながら、「習志野市長期計画」が掲げる理

念や将来都市像をもとに、他の計画との調和を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

老人福祉法 介護保険法 

国 千葉県 

指針 調和 

・千葉県地域福祉支援計画 

・千葉県高齢者居住安定確保計画 

・千葉県保健医療計画 

習志野市 

＜上位計画＞ 

・習志野市文教住宅都市憲章 

・習志野市長期計画 

（基本構想、基本計画、実施計画） 

 

介護保険事業計画基本指針 

連動 

習志野市 光輝く高齢者未来計画２０２１ 

（高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画） 

＜関連計画＞ 

 

調和 

・習志野市地域福祉計画 

・健康なまち習志野計画 

・習志野市障がい者基本計画 

・国民健康保険データヘルス計画 

・習志野市地域防災計画 

・習志野市インフルエンザ等対策行動計画 

千葉県高齢者 

保健福祉計画 
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２ この計画が目指すこと 
 

 

 計画の基本理念  

 

住み慣れた地域で、健やかに暮らし、やさしさで支え合うまち 
 
 
 

『地域包括ケアシステム』の姿  

日常生活圏域を基本とする各圏域において、自立した生活が可能な「住まい（生活の場）」が確保さ

れ、個人の尊厳が保持された状態のもと、それぞれの「住まい（生活の場）」において、個々の課題に合っ

た「医療」と「介護」のサービスが専門職の連携のもとで提供されるとともに、ニーズに応じた「生活支

援」と「介護予防」が地域住民を含む幅広い担い手によって提供されるよう、『地域包括ケアシステム』

の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

通院・入院 

介護が必要になったら・・・ 

介  護 
■在宅サービス 

・訪問介護 ・訪問看護  

・通所介護 

・短期入所生活介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 

・定期巡回・随時対応型訪問 

 介護看護 など 

■介護予防サービス 

■施設系・居住系サービス 

・特別養護老人ホーム 

 （介護老人福祉施設） 

・介護老人保健施設 

・認知症グループホーム 

 （認知症対応型共同生活介護） 

・特定施設入所者生活介護 

                     など 

 

通所・入所 

病気になったら・・・ 

医 療 
日常の医療： 

・かかりつけ医 

・地域の連携病院 

・急性期病院 

・亜急性期・回復期 

 リハビリテーション病院 

 
住まい 

（生活の場） 

・自宅 

・サービス付き高齢者向

け住宅 

・有料老人ホーム など 

 

・高齢者相談センター 

 （地域包括支援センター） 

・ケアマネジャー 

 

相談業務やサービスの調

整を行います。 

生活支援・介護予防 
・老人クラブ、自治会 

・ボランティア 

・ＮＰＯ など 

 ※地域包括ケアシステムは、おおむね 30 分以内に必要なサービスが提供される日常

生活圏域を単位として想定 
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 地域包括ケアシステムの推進のポイント  
 

【医療・介護】 
◆個々人の課題に合った医療と介護が、専門職の連携のもとで

提供される状態を目指します 

＜本計画の方向性＞ 

住み慣れた地域にお

いて提供される専門

的サービスの量的お

よび質的な充実 

地域密着型サービスの追加整備による介護サービスの量的な充実 

【基本施策 1-1 介護サービスの提供体制の整備】 

ケアプラン点検などの実施による介護サービスの質の確保 

【基本施策 1-4 介護給付の適正化】 

在宅医療と介護の連携・推進により、在宅で安心して生活を続けられる医

療・介護サービスの質的な充実 

【基本施策 2-3 医療と介護の連携体制の構築】 

  

【生活支援・介護予防】 
◆個々人の課題に合った介護予防と地域の実情に応じた生活支

援が、多様な担い手により提供される状態を目指します 

＜本計画の方向性＞ 

地域住民を含む幅広

い担い手による「支

え合い」や「予防」の

活動の充実と専門職

による活動への支援 

緩和した基準によるサービスや住民主体のサービスの拡充による、介護予

防・生活支援サービスの量的な充実 

【基本施策 2-2 介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サ

ービス事業）】 

認知症の人が、できる限り住み慣れた地域のよりよい環境で自分らしく暮ら

し続けることができるための支援体制の推進 

【基本施策 2-4 認知症施策の推進】 

地域リハビリテーション活動支援事業や介護予防教室の実施による運動の習

慣化と介護予防効果の向上 

【基本施策 3-2 介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防事業）】 

地域で高齢者を支える担い手の創出と活動の活発化 

【基本施策 4-1 高齢者を地域で支える仕組みの拡大】 

  

【住まい（生活の場）】 
◆生活の基盤として、個々人の希望と負担能力に適った住まい

方が選択できる状態を目指します 

＜本計画の方向性＞ 

高齢者向け住まいの

適切な供給 

サービス付き高齢者向け住宅や有料老人ホーム等の高齢者向け住まいの供給

量の確保 

【基本施策 1-2 高齢者の住まいの確保】 
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３ 習志野市の高齢化の状況と推移 
 

 

 高齢化の状況と推移  

本市の人口は、団塊の世代（昭和22年から昭和24年生まれ）が75歳以上となる令和７（2025）年

度には176,227人まで増加し、その後は減少傾向に転じるものとして推計しています。 

一方、高齢者人口（65歳以上）は増加を続け、平成30（2018）年度には４０，２０１人、高齢化率は

23.２％であったものが、令和７（2025）年度には42,422人、24.1％となり、令和22（2040）年度に

は51,648人、30.2％に増加するものと見込んでいます。 

高齢化は、国全体の動きと比べると緩やかではあるものの、着実に進展している状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
実績値 第８期計画値 中長期の展望 

(総人口) 

173,362 176,005 176,102 176,190 176,227 175,329 173,561 171,210 
      

      

 

 

（人） 



 

 

- 7 - 

30,102 32,012

16,601 15,230

36,814 38,449

24,578 23,705 25,066 24,409

3,713
3,409

3,924
2,714

4,484 3,895

3,724 3,242
3,890 3,414

3,342
4,595

4,256
5,168

4,806
5,865

4,031 4,954
4,031 5,166

37,157
40,016

24,781
23,112

46,104
48,209

32,333 31,901 32,987 32,989

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成30

（2018）

年度

令和７

（2025）

年度

平成30

（2018）

年度

令和７

（2025）

年度

平成30

（2018）

年度

令和７

（2025）

年度

平成30

（2018）

年度

令和７

（2025）

年度

平成30

（2018）

年度

令和７

（2025）

年度

 
後期高齢者比率  9.0% 11.5% 17.2% 22.4% 10.4% 12.2% 12.5% 15.5% 12.2% 15.7% 

前期高齢者比率 10.0%  8.5% 15.8% 11.7%  9.7%  8.1% 11.5% 10.2% 11.8% 10.3% 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 谷津圏域 秋津圏域 津田沼・鷺沼圏域 屋敷圏域 東習志野圏域 

 

 

 

 日常生活圏域  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日常生活圏域別 高齢化の状況と推移  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市全体として、高齢化が進展する見込みであり、介護や支援のニーズが増大すると見込んでいます。 

○とりわけ、秋津圏域の高齢化は著しく、他の圏域と比較すると高齢化率が突出して高くなっています。  

 

圏域名 町 名 

谷 津 谷津、谷津町、奏の杜 

秋 津 袖ケ浦、秋津、香澄、茜浜、芝園 

津田沼・鷺沼 津田沼、鷺沼、藤崎、鷺沼台 

屋 敷 花咲、屋敷、泉町、大久保、本大久保 

東習志野 実籾、新栄、東習志野、実籾本郷 

 

 

１ 

 後期高齢者 

 前期高齢者 

 若年者 
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16.4%

18.0%
18.7% 19.3%

20.3%
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(2030)年度
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(2035)年度

令和22

(2040)年度

習志野市 千葉県 国

1,204 1,300 1,357 1,405 1,462 1,572 1,584 1,559 
691 755 787 814 853 924 936 935 
1,671 

2,008 2,102 2,184 2,304 2,557 2,659 2,650 940 
1,046 1,092 1,137 1,206 

1,353 1,427 1,453 

859 
943 988 1,031 

1,099 
1,243 1,320 1,345 

729 
846 886 927 

998 

1,139 
1,228 1,258 

528 

577 
602 627 

670 

754 
805 833 

0
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 ■要介護５ 

 ■要介護４ 

 ■要介護３ 

 ■要介護２ 

 ■要介護１ 

 ■要支援２ 

 ■要支援１ 

 

 

 

４ 習志野市の介護保険の状況と推移 
 

 

 要介護・要支援認定者数の状況と推移  

要介護・要支援認定者（第１号被保険者）は、年々増加していく傾向にあり、令和7（２０２５）年度には

8, 592人、令和２２（２０４０）年度には１０，033人になると見込んでいます。 

認定者の増加は、高齢者人口の増加に伴うものであり、今後も進んでいくと予測しています。 
 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 要介護・要支援認定率の状況と推移  

要介護・要支援認定率（第1号被保険者数のうち、要介護・要支援認定を受けている人数の割合）は、

国平均に比べ低く、千葉県平均をやや上回る値となっています。 

令和１２（２０３０）年度までは、高齢者の中でも要介護・要支援になるリスクの高い後期高齢者の割

合が増加すると予測しており、認定率は上昇すると見込んでいます。その後は、後期高齢者が緩やかに

減少することに伴い、令和２２（２０４０）年頃まで、認定率の減少傾向が続くものと見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

  

（人） 

 
実績値 第８期計画値 中長期の展望 

     

     

 

 

 
 実績値 第８期計画値 中長期の展望 

第 1 号被保険者 6,622 7,475 7,814 8,125 8,592 9,542 9,959 10,033 

第 2 号被保険者 154 152 152 152 155 152 143 132 

合 計 6,776 7,627 7,966 8,277 8,747 9,694 10,102 10,165 
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7,475 

 

7,814 
 
 

8,125 
 
 
 

8,592 
 
 
 

9,542 
 
 
 
 

9,959 
 
 
 
 
 

10,033 
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4,821 6,007 6,470 6,904 7,445 8,464 9,040 9,206
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2,238
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3,510

3,588
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 ■その他 

 ■施設系サービス 

 ■居住系サービス 

 ■在宅サービス 

 

 

 

 標準給付費の状況と推移  

要介護・要支援認定者の増加に伴い、介護サービス利用者の増加が見込まれ、標準給付費について

も年々増加の傾向にあります。 

平成３０（２０１８）年度は９４億４８００万円でしたが、令和7（2025）年度は約１．５倍の142億6200

万円、令和２２（２０４０）年度は約２．3倍の213億9000万円にのぼると推計しています。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 介護サービス利用者一人あたりの総給付費の状況と推移  

在宅サービス、居住系サービス、施設系サービス、それぞれの利用者一人あたりの総給付費（年額）

平均の推移をみると、比較的緩やかに伸びており、令和２２（２０４０）年度まで続くと見込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
実績値 第８期計画値 中長期の展望 

（標準給付費計） 

9,448 11,407 12,443 13,280 14,262 16,211 18,335 21,390 
       

 

   

 

  

 

 

（百万円） 

（千円） 

 
実績値 第８期計画値 中長期の展望 
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５ 施策の体系 
 

 

   本計画では、理念を実現するため、4つの基本目標を定め、施策を展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

基本施策 1-1 介護サービスの提供体制の整備 

基本施策 1-2 高齢者の住まいの確保 

基本施策 1-3 介護サービスの質の確保 

基本施策 1-4 介護給付の適正化 

基本施策 1-5 介護人材の確保・定着および業務効率化に向けた対策 

基本施策 1-6 災害や感染症対策に係る支援体制 

 

 

 

 

 

基本施策 2-1 高齢者相談センター（地域包括支援センター）の運営 

基本施策 2-2 

基本施策 2-3 医療と介護の連携体制の構築 

基本施策 2-4 認知症施策の推進 

基本施策 2-5 高齢者の見守り 

基本施策 2-6 高齢者の権利擁護 

基本施策 2-7 高齢者が利用できる福祉サービス 

 

 

 

 

 

基本施策 3-1 成人期から取り組む健康づくり 

基本施策 3-2 介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防事業） 

 

 

 

 

 

基本施策 4-1 高齢者を地域で支える仕組みの拡大 

基本施策 4-2 高齢者の社会参加の促進 

計画の基本理念 

基本目標１ 自分に合った生活場所と介護サービスの充実 

基本目標２ 安定した日常生活のサポート 

基本目標３ いつまでも元気に暮らせる健康づくり 

基本目標４ 地域で支え合う仕組みの拡大 
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基本目標１ 自分に合った生活場所と介護サービスの充実 

それぞれの暮らし方に合った介護サービスや施設、住まいの充実を図るとともに、それらを支える介護

保険制度の適正な運営を図ります。 
 

基本施策 1-1 介護サービスの提供体制の整備 

中長期の人口構造や介護ニーズの変化を見据えた介護サービスの提供体制を整備します。 

在宅生活が困難になった高齢者のための特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の整備と、できる限り

在宅生活や地域での生活を続けられるよう地域密着型サービスの整備を推進します。 

①特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）の整備推進   ②地域密着型サービスの整備推進 

 

基本施策 1-2 高齢者の住まいの確保 

介護サービスを提供する施設のみならず、サービス付き高齢者向け住宅などの多様なニーズの受け皿となる

高齢者向けの住まいの適切な供給を確保します。 

①高齢者の多様な住まいの確保 

 

基本施策 1-3 介護サービスの質の確保 

介護サービス事業者への指導により、健全な事業運営の確保に努め、保険給付の適正化を図ります。 

また、介護サービス提供の場に介護サービス相談員を派遣し、サービスの改善や向上を図ります。 

①介護サービス事業者への指導 ②介護サービス相談員の派遣 

 

基本施策 1-4 介護給付の適正化 

介護給付の適切なサービスの確保と費用の効率化を図るため、介護認定の適正化、ケアプランの点検、住

宅改修などの点検、縦覧点検・医療情報との突合、介護給付費通知の5事業を実施します。 

①介護認定の適正化 ②ケアプランの点検 

③住宅改修などの点検 ④縦覧点検・医療情報との突合 

⑤介護給付費通知の実施  

 

基本施策 1-5 介護人材の確保・定着および業務効率化に向けた対策 

多くの介護サービス事業所がマンパワー不足の悩みを抱えています。中長期的な視点からも確保につながる

さまざまな支援策の充実に取り組んでいきます。 

①介護人材の確保・定着および業務効率化に向けた対策 

 

基本施策 1-6 災害や感染症対策に係る支援体制 

近年の災害発生状況や新型コロナウイルス感染症の流行を鑑み、「地域防災計画」および「新型インフルエ

ンザ等対策行動計画」との調和に配慮し、介護サービス事業所での体制整備がなされるよう支援します。 

①災害に対する備えの促進 ②感染症に対する備えの促進 
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基本目標２ 安定した日常生活のサポート 

高齢者が住み慣れた地域で安定した日常生活を送ることができるよう、本市の実情に応じたサービ

スの提供と、生活全般にわたって総合的にサポートする体制の構築や、家族などへのサポートを行いま

す。 
 

基本施策 2-1 高齢者相談センター（地域包括支援センター）の運営 

保健師、社会福祉士などの専門職が連携し、適切な保健・医療・福祉サービスや地域の支え合い活動など

のあらゆる社会資源による支援につなげ、心身の健康の保持および生活の安定のために必要な援助を行いま

す。 

また、地域の保健・医療・福祉などの関係機関・関係者や地域住民との連携を高め、ネットワークの構築を進

めます。 

① 高齢者相談センターの運営 

 

基本施策 2-2 介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サービス事業） 

地域の実情に応じて、住民などの多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することで、地域の支え合い

体制づくりを推進します。 

また、サービス事業の対象者の拡大と単価の弾力化についても検討します。 

① 多様なサービスの担い手の創出 ② 訪問型サービス（第１号訪問事業）の提供 

③ 通所型サービス（第１号通所事業）の提供 ④ 介護予防ケアマネジメントによる支援 

 

基本施策 2-3 医療と介護の連携体制の構築 

高齢者が疾患を抱えても、自宅などの住み慣れた場で療養し、生活を続けられるよう、医療と介護の連携体

制の充実を図ります。 

① 地域の医療・介護の資源の把握 ② 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

③ 切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築 ④ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

⑤ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 ⑥ 医療・介護関係者の研修 

⑦ 地域住民への普及啓発 ⑧ 在宅医療・介護連携に関する関係市の連携 

 

基本施策 2-4 認知症施策の推進 

認知症の人が、できる限り地域のよりよい環境で自分らしく暮らし続けることができるよう、認知症に関する

知識の普及啓発、認知症の早期発見と早期対応、認知症地域支援推進員による相談支援体制を充実すること

で、医療・介護関係者をはじめ、地域住民も含めたネットワークの構築に努めます。 

また、認知症サポーター養成事業などを通じ、認知症への理解を広め、地域で支えられながら生活し続ける

ことができるサポート体制を整備します。 

① 認知症の人が暮らしやすいまちづくり ② 認知症高齢者介護相談の開催 

③ 認知症地域支援の推進  
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基本施策 2-5 高齢者の見守り 

緊急通報システムや地域で行われる見守り等を重層的に行うとともに、災害時や行方不明時といった緊急

時の対応の体制を整えることにより、高齢者がいつまでも住み慣れた地域で暮らし続けられるよう支援します。 

① 緊急通報システムや地域での高齢者の見守り    ② 災害時における避難支援 

 

基本施策 2-6 高齢者の権利擁護 

高齢者が判断能力の低下によって介護保険などの生活に必要なサービスが受けられなくなることを防ぎ、虐

待による人権侵害や消費者被害などから守るため、さまざまな支援を行います。 

また、金銭管理や生活上に必要な法律行為を支援する成年後見制度を適切に利用できるよう「成年後見セ

ンター」の機能強化を図ります。 

① 高齢者の権利擁護 ② 消費者被害の防止 

③ 成年後見制度の利用支援 ④ 福祉サービスの利用援助 

 

基本施策 2-7 高齢者が利用できる福祉サービス 

食生活の支援や外出の移動支援など、生活全般にわたって高齢者を総合的に支援するとともに、それらを必

要とする人に届けられるよう周知に努めます。 

① 日常生活を支援するための事業 ② 高齢者への助成制度 

 
 

基本目標３ いつまでも元気に暮らせる健康づくり 

高齢期を迎える前から取り組む「健康づくり」と、高齢期を迎えてから重点的に取り組む「介護予防」

をともに推進します。 
 

基本施策 3-1 成人期から取り組む健康づくり 

健康づくりの総合計画である「健康なまち習志野計画」に基づき、健康相談、健康教育や健康診査などの事

業を実施し、介護予防を見据えた若い世代からの健康づくりの実践を促進します。 

① 健康づくりの実践                        ② 健康診査とがん検診の実施 

③ 後期高齢者保健事業（後期高齢者医療広域連合受託事業）の実施 

 

基本施策 3-2 介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防事業） 

住民主体の地域の高齢者の「通いの場」を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や「通いの場」が

継続的に拡大していくような地域づくりを推進します。 

また、リハビリテーション職などを活かした自立支援に資する取り組みを推進し、介護予防を機能強化してい

きます。 

① 要支援、要介護状態となるリスクの高い人の把握 

② 高齢者を対象とした健康教育・健康相談の実施 ③ 介護予防教室の開催 

④ てんとうむし体操（転倒予防体操）の実施と普及 ⑤ 一般介護予防事業評価事業の実施 
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基本目標４ 地域で支え合う仕組みの拡大 

地域資源の把握や組織化といった地域のコーディネートや、活動に参加する意欲のある市民の支援

および育成を図ります。 

また、高齢者自身が受け手であると同時に担い手となり、地域社会の中でいきいきと活動できる体制

を構築します。 
 

基本施策 4-1 高齢者を地域で支える仕組みの拡大 

生活支援コーディネーターが中心となって、地域住民の人たちとともに、各地域での生活支援サービスのあり

方を検討していく協議体を活用する等して、より充足するための生活支援サービスの創出を行います。 

① 高齢者サービスおよび地域における多様な社会資源による支援体制の整備 

② 高齢者相談員の活動支援 

③ 地域で高齢者を支える市民の養成と活動支援 

④ 地域住民や地域で活動する事業者による見守り活動の推進 

⑤ 地域の高齢者の「通いの場」の確保 

⑥ 習志野市社会福祉協議会による活動 

 

基本施策 4-2 高齢者の社会参加の促進 

高齢者が性別や年齢を超えて地域の人々と交流し、ともに活動できるよう地域で活躍する場の支援や整備

を推進します。 

① 高齢者の就業支援 ② 老人クラブ活動の支援 

③ 老人福祉センターの運営 ④ 高齢者の地域交流の支援 

⑤ 生涯学習参加への支援 ⑥ 生涯スポーツ参加への支援 

⑦ バリアフリーのまちづくりの推進  
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        健康づくり・介護予防に取り組み、いつまでも自立した生活を！ 
 

定期的な運動や地域の人々とのふれあい等は、介護が必要な状態になることを防ぎます。健康づくり

や介護予防に取り組み、社会参加が多い人ほど、認知症やうつ、寝たきりの原因となる転倒の割合が低

い傾向にあります。 

 

◆ 健康診査・がん検診を受診しましょう！ 

特定健康診査（40～74歳）や後期高齢者健康診査（75歳～）、歯科健康診査、がん検診

を受診し、生活習慣病の予防やがんの早期発見、健康管理に役立てましょう。 

 

◆ 健康づくり・介護予防に取り組みましょう！ 

● 健康的な食習慣を実践しましょう。低栄養予防のために、１日３食、主食・主菜・副菜を

組み合わせて食べましょう。特にたんぱく質を積極的にとりましょう。 

● しっかりかめる歯や入れ歯を保つために、自分に合ったお口の手入れを毎日続けましょ

う。 

● 座っている時間を減らし、体を動かしましょう。 

● できる運動を続け、体力を維持しましょう。 

● 市の保健師、管理栄養士、歯科衛生士が実施する健康教育・健康相談を活用しましょ

う。 

● 後期高齢者健康診査の結果、リスクが高い人へ介護予防関連情報の案内を行ってい

ますので、活用しましょう。必要に応じて、かかりつけ医や関係機関と連携し、保健師など

の専門職が支援を行います。 

 

◆ かかりつけ医を持ちましょう！ 

体のことや日頃の健康状態を把握するためにも、自宅から近い場所でかかりつけ医を持ち

ましょう。必要に応じて専門の医療機関を紹介してもらうことができます。 
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        住み慣れた地域でやさしさを支え合うまちをつくりましょう！ 
 

年齢を重ねると、日常生活を送る上で「ちょっとした困りごと」が出てきます。 

市では、お互いが声を掛け合い、「ちょっとした手伝い」をする関係づくり、仕組みづくりを進めています。

地域の支え合いの輪に参加することで、自身の健康づくりにもなります。 

 

◆ 地域の高齢者の「通いの場」に参加しましょう！ 

各地域では、さまざまな高齢者の介護予防活動や社会参加の場となる活動が開催されて

います。自宅から外に一歩出て、何かひとつ楽しみを見つけてみましょう。 

● 体操をしたい人 

   ・てんとうむし体操（転倒予防体操） 

● レクリエーションや歓談などの交流の場に参加したい人 

   ・地域テラス   ・高齢者のつどい（高齢者相談センター） 

   ・ふれあい・いきいきサロン 

● 高齢者の就労に興味がある人 

   ・シルバー人材センター 

● 認知症について学びたい人 

   ・認知症カフェ（ならしのオレンジテラス） 

 

◆ 生活支援などのサービスの担い手養成研修に参加しましょう！ 

高齢者を支援するための基礎的な知識について習得し、受講後は市認定ヘルパーとして

活動する等、家事支援や地域の高齢者の「通いの場」での支援などで活躍することができま

す。 

 

◆ ボランティア・市民活動センター（社会福祉協議会）にご登録ください！ 

希望する活動内容などをあらかじめ登録することで、お手伝いを希望する人からの依頼内

容に合わせた支援を行うことができます。 

 

◆ 高齢者相談センター（地域包括支援センター）にお声かけください！ 

高齢者相談センター（地域包括支援センター）では、地域での支え合

い活動の状況を把握するとともに、困りごとがある人からの相談が寄せ

られるため、支援したい人同士のグループを組織したり、支援したい人と

支援してほしい人とをつないだりすることができます。 
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６ 介護保険事業費の見込みと保険料 
 

 

 介護サービスの見込み量  
 
  

単 位 

計画期間における見込み量 

  

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

居宅サービス      

訪問介護 介護給付 回／年 362,133  394,878  426,186  

訪問入浴介護 
介護給付 回／年 6,594  7,126  7,754  

予防給付 回／年 0  0  0  

訪問看護 
介護給付 回／年 75,654  80,410  84,933  

予防給付 回／年 8,435  8,871  9,069  

訪問リハビリテーション 
介護給付 回／年 6,624  7,048  7,358  

予防給付 回／年 768  768  768  

居宅療養管理指導 
介護給付 人／年 16,176  17,304  18,384  

予防給付 人／年 948  984  1,020  

通所介護 介護給付 回／年 131,164  139,133  146,750  

通所リハビリテーション 
介護給付 回／年 43,546  45,983  48,063  

予防給付 人／年 2,376  2,484  2,556  

短期入所生活介護 
介護給付 日／年 60,736 64,828 68,918 

予防給付 日／年 324 324 324 

短期入所療養介護 
介護給付 日／年 3,190 3,270 3,476 

予防給付 日／年 0 0 0 

福祉用具貸与 
介護給付 人／年 24,636  26,184  27,672  

予防給付 人／年 5,448  5,664  5,868  

特定福祉用具購入費 
介護給付 千円／年 14,339  15,429  16,240  

予防給付 千円／年 3,260  3,850  3,850  

住宅改修費 
介護給付 千円／年 33,224  34,156  36,268  

予防給付 千円／年 15,997  18,183  18,183  

特定施設入居者生活介護 
介護給付 人／月 484  528  612  

予防給付 人／月 47  49  50  

居宅介護支援 
介護給付 人／年 38,928  41,316  43,524  

予防給付 人／年 7,656  7,992  8,268  
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単 位 

計画期間における見込み量 

  

令和３ 

(2021) 

年度 

令和４ 

(2022) 

年度 

令和５ 

(2023) 

年度 

地域密着型サービス      

定期巡回・随時対応型訪問 

介護看護 
介護給付 人／年 216  348  468  

夜間対応型訪問介護 介護給付 人／年 0  0  0  

地域密着型通所介護 介護給付 回／年 80,154  84,831  89,118  

認知症対応型通所介護 
介護給付 回／年 16,050  17,099  17,924  

予防給付 回／年 0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 
介護給付 人／月 79  88 97 

予防給付 人／月 3  3 4 

認知症対応型共同生活介護 
介護給付 人／月 152  170 188 

予防給付 人／月 0  0  0  

地域密着型特定施設入居者 

生活介護 
介護給付 人／月 0  0  0  

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 
介護給付 人／月 20  20  20  

看護小規模多機能型居宅介護 介護給付 人／月 0  6  12 

施設サービス      

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 
介護給付 人／月 602  708  725  

介護老人保健施設 介護給付 人／月 267  270  272  

介護医療院 介護給付 人／月 21  24  27  

介護療養型医療施設 介護給付 人／月 2  2  2  

介護予防・日常生活支援総合事業（介護予防・生活支援サービス事業） 

介護予防訪問型サービス 人／月 388  396  406  

生活援助訪問型サービス 人／月 4  8  13  

住民主体による訪問型サービス 団体／年 1  2  3  

介護予防通所型サービス 人／月 716  730  749  

運動機能向上ミニデイ型サービス 

介護予防ミニデイ型サービス 
人／月 15  23  31  

住民主体による通所型サービス 団体／年 1  3  5  

通所型短期集中予防サービス 人／年 38  38  38  

介護予防ケアマネジメント 人／月 718  739  767  
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 標準給付費と地域支援事業費の見込み  

第８期計画の標準給付費見込額および地域支援事業費見込額については、第８期計画期間におけ

る高齢者人口、要介護認定者数や利用者数の伸び、サービス利用実績や、施設・在宅サービスの施策

の方向性などを勘案して算出しています。 

（単位：円） 

     

項 目 第８期 計 令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

標準給付費見込額 37,130,023,998  11,406,958,914  12,442,916,980  13,280,148,104  

地域支援事業費見込額 2,061,199,603  670,855,000  689,682,098  700,662,505  

 

 

 第１号被保険者の保険料推計  

令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの3年間の標準給付費見込額および地域支援事

業費見込額をもとに、第１号被保険者の保険料月額を推計しています。 

本計画では、保険料の大幅な上昇を抑制するため、市の介護給付費準備基金 10億２千８百万円を

繰り入れ、活用いたします。 

本来、第８期計画における保険料基準額（月額）は、 6,052円であったのに対し、介護給付費準備

基金の繰り入れにより、 671円の保険料の負担軽減が図られ、 5,381円となります。 

 

項 目 推計結果 

１．標準給付費見込額 37,130,023,998 円 

２．地域支援事業費見込額 2,061,199,603 円 

３．第１号被保険者負担分および調整交付金合計相当額 10,931,746,942 円 

４．調整交付金見込額 1,562,163,000 円 

５．財政安定化基金拠出金見込額 0円 

６．介護給付費準備基金取崩額 1,028,000,000 円 

７．財政安定化基金取崩による交付額 0円 

８．保険者機能強化推進交付金などの交付見込額 136,356,000 円 

９．保険料収納必要額 8,244,953,942 円 

10．予定保険料収納率 98.0％ 

11．保険料賦課総額 8,413,218,308 円 

12．所得段階別加入割合補正後被保険者数 130,285 人 

 

◇保険料基準額（年額） ＝   保険料賦課総額 ÷ 所得段階別加入割合補正後被保険者数 

 ≒   64,570 円 

◇保険料基準額（月額） ＝   64,570 円 ÷ 12月 ≒  5,381 円 
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令和３（2021）年度から令和５（2023）年度の保険料の所得段階と保険料額は、次のとおりです。 

所得 
段階 

対 象 者 
基準額に 

対する割合 
保険料額 
（年間） 

第 1 

段階 

本

人

が

市

町

村

民

税

非

課

税 

(１)生活保護受給者 

×0.47 30,350 円 

世帯全員が

市町村民税

非課税 

(２)老齢福祉年金受給者 

(３)本人の前年の公的年金などの収入金額とその他

の合計所得金額の合計額が 80 万円以下 

第 2 

段階 

本人の前年の公的年金などの収入金額とその他の合

計所得金額の合計額が 80 万円超 120 万円以下 
×0.65 41,970 円 

第 3 

段階 

本人の前年の公的年金などの収入金額とその他の合

計所得金額の合計額が 120 万円超 
×0.72 46,490 円 

第 4 

段階 

世帯員に 

市町村民税

課税者がい

る 

本人の前年の公的年金などの収入金額とその他の合

計所得金額の合計額が 80 万円以下 
×0.90 58,110 円 

第 5 

段階 

本人の前年の公的年金などの収入金額とその他の合

計所得金額の合計額が 80 万円超 
基準額 64,570 円 

第 6 

段階 

本

人

が

市

町

村

民

税

課

税 

前年の合計所得金額が 120 万円未満 ×1.10 71,030 円 

第 7 

段階 
前年の合計所得金額が 120 万円以上 200 万円未満 ×1.30 83,940 円 

第 8 

段階 
前年の合計所得金額が 200 万円以上 300 万円未満 ×1.50 96,860 円 

第 9 

段階 
前年の合計所得金額が 300 万円以上 400 万円未満 ×1.65 106,540 円 

第 10 

段階 
前年の合計所得金額が 400 万円以上 500 万円未満 ×1.80 116,230 円 

第 11 

段階 
前年の合計所得金額が 500 万円以上 600 万円未満 ×1.90 122,680 円 

第 12 

段階 
前年の合計所得金額が 600 万円以上 700 万円未満 ×2.00 129,140 円 

第 13 

段階 
前年の合計所得金額が 700 万円以上 800 万円未満 ×2.15 138,830 円 

第 14 

段階 
前年の合計所得金額が 800 万円以上 1,000 万円未満 ×2.30 148,510 円 

第 15 

段階 
前年の合計所得金額が 1,000 万円以上 1,500 万円未満 ×2.45 158,200 円 

第 16 

段階 
前年の合計所得金額が 1,500 万円以上 ×2.50 161,430 円 

〇公的年金などの収入金額…国民年金、厚生年金、共済年金、企業年金など課税対象となる年金の収入金額の合計額をいう（障

害年金、遺族年金などは含まない）。 

○合計所得金額…年金、給与などの全所得の合計額（給与所得または年金所得が含まれている場合は、給与所得および年金所得

の合計額から10万円を差し引いた後の額）で、所得控除を差し引く前の額をいう。繰越控除を受けている場合は、その適用前

の額をいう。さらに、土地建物などの譲渡所得があった場合は、特別控除額を差し引いた後の額となる。 

○その他の合計所得金額…合計所得金額から公的年金などに係る雑所得を差し引いた額をいう。 
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